
   来て「ふたば」住宅取得支援事業補助金交付要綱 

 

 (趣旨) 

第１条 この要綱は、本町への移住・定住を促進し、定住人口の増加

と地域活性化を図るため、町内に転入して自ら居住する住宅を取得

又は取得しリフォームする者に対し、予算の範囲内で補助金を交付

することについて、双葉町補助金等の交付等に関する規則（昭和４

１年双葉町規則第４号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、

必要な事項を定めるものとする。 

 (定義) 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞ

れ当該各号に定めるところによる。 

 (１) 移住者 町外から町内へ移住し、かつ、住民基本台帳法(昭和

４２年法律第８１号。)第２２条に規定する転入をした者をいう。 

(２) 定住 本町の住民として永住の意思をもって居住し、本町の

住民基本台帳に記録され、かつ、生活の本拠地が本町にあること

をいう。 

(３) 住宅 戸建住宅、集合住宅又は、住宅部分の床面積の合計が

全体の床面積の２分の１以上の併用住宅をいう。 

(４) 取得 自己の居住の用に供するため、町内の新築住宅又は中

古住宅を工事請負契約又は売買契約(以下「契約」という。)によ

り取得し、自己の名義で所有権保存登記又は所有権移転登記を完

了するこという。 

 (５) 取得日 補助金の対象となる住宅(以下「補助対象住宅」とい

う。)を取得した日をいう。 

 (６) 契約日 住宅の新築においては補助対象住宅の工事の契約締

結日、住宅の購入については補助対象住宅の購入の契約締結日を

いう。 

 (補助対象住宅) 

第３条 補助対象住宅は、次の各号に掲げる要件の全てに該当するも

のとする。 

 (１) 契約日が令和２年３月４日以降のものであること。 



 (２) 建築基準法(昭和２５年法律第２０１号)等の関係法令に適合

していること。 

 (３) 戸建住宅は、延べ床面積が一般型誘導居住面積水準を満たす

こと。 

 (４) 集合住宅は、延べ床面積が都市居住型誘導居住面積水準を満

たすこと。 

 (５) 昭和５６年５月３１日以前の旧耐震基準で建築された中古住

宅を取得する場合は、耐震診断を事業完了日までに実施すること。 

 (補助対象経費等) 

第４条 補助金の交付の対象となる経費(以下「補助対象経費」とい

う。)は、住宅の取得及び取得した住宅のリフォームに要した経費と

し、次の経費を除いたものとする。 

 (１) 土地取得費 

 (２) 外構工事等に要する経費 

 (３) 併用住宅における住宅部分以外に係る経費 

 (４) 既存建築物等の除去に係る経費  

（５） 登記に要する経費、不動産仲介手数料及び保証料等の諸経費 

（６） 消費税及び地方消費税額 

 (補助対象者) 

第５条 補助金の交付対象者は、町内に定住し、かつ、補助対象住宅

を取得する者で、次の各号に掲げる要件の全てに該当する者(以下

「補助対象者」という。)とする。 

 (１) 補助対象住宅に自ら居住する移住者であること。 

 (２) 当該補助対象住宅の持分が２分の１以上であること。 

 (３) 事業完了日の属する年度の翌年度から起算して５年間以上継

続して、補助対象住宅に定住すること。 

 (４) 原則として、補助金交付年度内に本町への移住が完了してい

ること。 

 (５) 平成２３年３月１１日時点で、本町の住民基本台帳に記録さ

れていないこと。 

 (６) 定住する直前の住所がある市区町村の住民基本台帳に、契約

日以前の期間が原則として１年以上記録されていること。 



 (７) 本町に転入した日から５年以内の移住者であること。 

 (８) 補助対象者及び同一世帯全員が、町税等を滞納していないこ

と。 

 (９) 補助対象者及び同一世帯全員が、双葉町暴力団排除条例(平成

２６年双葉町条例第５号)第２条第１号に規定する暴力団、同条第

２号に規定する暴力団員、同条第３号に規定する暴力団員等（以

下「暴力団員等」という。）でないこと。 

 (１０) この要綱に基づく補助を受けていないこと。 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する場合は、

補助対象者としないものとする。 

 (１) 所有する住宅が公共事業のため収用され、当該収用に伴い補

助対象住宅を取得した場合 

 (２) 東日本大震災により被害を受けた住宅を再建するために取得

した住宅で、被災者生活再建支援法(平成１０年法律第６６号)に

基づく被災者生活再建支援金の加算支援金の支給対象となってい

る場合 

 (３) 福島第一原子力発電所事故により被害を受けた住宅を保有し、

東京電力から当該住宅に係る賠償金を得ている場合 

 (補助金の額) 

第６条 補助金の額は、第４条に規定する経費に２分の１を乗じて得

た額と、次の各号に掲げる額の合計額とを比較していずれか低い額

とする。 

 (１) 補助基本額 １５０万円  

 (２) 県外からの移住者にあっては、福島県の「来て ふくしま 住

宅取得支援事業実施要綱」(平成２９年８月２１日付け２９建第１

０５８号福島県土木部長通知)に定める要件に該当する場合には、

当該事業の補助金交付要綱に基づき算定された額を加算する。た

だし、県の予算の範囲内で交付される額を限度とし、取得した住

宅のリフォームに要した経費を除くものとする。 

２ 前項の規定により算出した額に１，０００円未満の端数が生じた

ときは、これを切り捨てるものとする。 

 (補助金の交付申請) 



第７条 補助金の交付を受けようとする者(以下「申請者」という。)

は、来て「ふたば」住宅取得支援事業補助金交付申請書(様式第１号)

に次に掲げる書類を添えて、契約日から起算して１年以内に町長に

提出しなければならない。ただし、避難指示解除時期又は移住準備

等のため、町長がやむを得ない理由があると認めるときは、この限

りではない。 

 (１) 誓約書兼同意書(様式第２号) 

 (２) 同一世帯全員の住民票の写し 

 (３) 町外に継続して１年以上居住していたことを証明できる戸籍

の附票又は住民票除票等の写し 

 (４) 同一世帯全員の納税証明書 

 (５) 案内図、配置図、平面図、立面図、リフォーム内容が分かる

図面等、その他補助対象住宅の内容が確認できる書類の写し 

(６) 居住部分の延べ面積が確認できる図面(平面図等) 

(７) 工事請負契約書又は売買契約書の写し 

(８) 経費の内訳が分かる書類  

 (９) 前各号に掲げるもののほか、町長が必要と認める書類 

 (補助金の交付決定) 

第８条 町長は、前条の規定による申請があった場合には、その内容

を審査し、補助金の交付が適当であると認めるときは、来て「ふた

ば」住宅取得支援事業補助金交付決定通知書(様式第３号)により通

知するものとする。 

 (補助金交付の条件等) 

第９条 町長は、補助金の交付を決定する場合は、補助金交付の目的

を達成するため、次に掲げる条件を付するものとする。 

 (１) 町長が必要と認める事項についての確認及び検査を求めたと

きは、これに協力すること。 

 (２) 規則、この要綱及び関係法令を遵守すること。 

 (３) 補助金交付年度の翌年度から起算して５年以内に補助対象住

宅に定住しなくなったときは、次に掲げる場合を除き、補助金の

全部又は一部を返還すること。 

  ア 前条の規定により補助金の交付決定通知を受けた者が死亡し



た場合 

  イ その他町長が相当と認める場合 

 （申請内容の変更等） 

第１０条 補助金の交付決定を受けた者（以下「交付決定者」という。）

は、申請内容を変更しするときは、来て「ふたば」住宅取得支援事

業補助金変更承認申請書（様式第４号）を町長に提出して、その承

認を受けなければならない。 

２ 町長は、前項の申請を受理したときは、その内容を審査し、来て

「ふたば」住宅取得支援事業補助金変更承認通知書（様式第５号）

により交付決定者に通知するものとする。 

 (実績報告) 

第１１条 規則第１３条の規定による実績報告は、来て「ふたば」住

宅取得支援事業補助金実績報告書(様式第６号)に次に掲げる書類を

添付して、交付決定があった日の属する年度の３月３１日までに行

うものとする。 

 (１) 移住後の世帯全員分の住民票の写し(全部記載のもの) 

 (２) 補助対象住宅の登記事項証明書の写し 

 (３) 建築基準法第７条第５項又は第７条の２第５項の規定により

交付を受けた検査済証の写し(補助対象住宅を新築した場合に限

る。) 

 (４) 建築基準法第６条第４項又は第６条の２第１項の規定により

交付を受けた確認済証の写し(補助対象住宅を売買により取得し

た場合に限る。) 

 (５) 耐震診断を受けたことが確認できる書類(昭和５６年５月３

１日以前に建築された中古住宅である場合に限る。) 

 (６) 補助対象住宅の写真 

 (７) 取得等に要した費用に係る領収書及び内訳書の写し 

 (８) 前各号に掲げるもののほか、町長が必要と認める書類 

 (補助金の請求) 

第１２条 申請者は、補助金の交付を受けようとするときは、前条の

規定により提出した実績報告書を町長が受理後速やかに、来て「ふ

たば」住宅取得支援事業補助金交付請求書(様式第７号)を町長に提



出しなければならない。 

 (補助金の交付決定の取消し) 

第１３条 町長は、第８条の通知を受けた者が次の各号のいずれかに

該当するときは、当該決定を取り消すことができる。 

 (１) 虚偽その他不正な手段により当該決定を受けたとき。 

 (２) この要綱又は交付決定の際に付した条件に違反したとき。 

 (３) その他町長が不適当と認めたとき。 

２ 町長は、前項の規定により補助金の交付決定を取り消したときは、

交付決定者に対し、来て「ふたば」住宅取得支援事業補助金取消し

通知書(様式第８号)により通知するものとする。 

 (補助金の返還) 

第１４条 補助金の交付を受けた者は、前条の規定により交付決定を

取り消された場合又は第９条第３号の規定により補助金を返還する

こととなった場合は、町長が定める期日までに当該補助金を返還し

なければならない。 

２ 第９条第３号に規定する返還を求める金額は次のとおりとする。 

交付日からの経過年数 返還を求める金額 

１年未満 交付額の１００％ 

１年以上２年未満 交付額の８０％ 

２年以上３年未満 交付額の６０％ 

３年以上４年未満 交付額の４０％ 

４年以上５年未満 交付額の２０％ 

 (その他) 

第１５条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は町長が別に定

める。 

   附 則 

 この告示は、公布の日から施行し、令和２年３月４日から適用する。 


